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 7日の日経平均株価はウクライナ情勢の緊迫化に加え、原油価格の上昇などを受けて25,000円台前
半で引ける。同日の米国株も下落。

 ロシア産原油の輸入禁止措置が発動されれば、世界経済への影響は大きく、日米株は下値を探る展開も。

臨時レポート
ロシア産原油の輸入禁止措置検討を受け日米株下落

～原油価格急上昇で日米株下落～
 7日の国内株式市場(日経平均株価)は、一時900円
を超える下落となりました。日経平均株価は、前営
業日比764.06円安の25,221.41円(同－2.94％)、
TOPIX(東証株価指数)は同50.91ポイント安の
1,794.03ポイント(同－2.76％)となりました(図表
1)。 (8日の日経平均株価は、前営業日から下落し
て寄り付きました。)

 7日のNY ダウは前営業日比797.42ドル安の
32,817.38ドル(同－2.37％)、ナスダック総合指数
も同482.48ポイント安の12,830.96ポイント(同－
3.62%)となりました(図表2)。

 ウクライナ情勢の緊迫化は続いており、停戦交渉は
進展の兆しがみえていません。また、先週末には、
ロシア軍がウクライナ南東部に位置する欧州最大級
のザポロジエ原子力発電所を砲撃したとの報道をう
けて日本株は大幅に値を下げました。米国政府がロ
シアからの原油の輸入禁止措置を検討するとの6日
の報道をうけて、原油先物価格(北海ブレント5月
限)は急騰しました(図表3)。週明け7日の日米株は
原油価格の急騰が世界経済の減速に繋がるとの懸念
から、幅広い銘柄が売られる展開となりました。

～ロシア産原油の輸入禁止措置は株価に影響～
 日本を含む欧米諸国によるこれまでのロシアへの経
済制裁は、世界経済への影響が大きいとしてエネル
ギー産業に対する制裁を除外する姿勢をとってきま
した。制裁の影響は、ロシアとの経済的な結びつき
が強い欧州経済に限定されるとの見方もありました。
今後世界有数の産油国であるロシアからの原油の輸
入禁止措置が採られ、原油価格が更なる上昇を続け
れば、日米経済を含む世界経済全体への影響は避け
られないことが想定されます。停戦交渉の進展など
ウクライナ情勢の緊迫化緩和の糸口が見つかるまで
は、日米株は下値を探る展開となることも想定され
ます。

図表1：日経平均株価とTOPIXの推移

出所）図表1～3はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメント作成

図表2：ＮＹダウとナスダック総合指数の推移

図表3：原油(北海ブレント5月限)先物価格の推移
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